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脱炭素に向けたゴール設定～日本におけるネットゼロ推進の動き
地方自治体、企業における2050ネットゼロ実現に向けた意識の高まりとともに、官民が連携した施策や地域のネットゼロ
実現に向けた協力体制が加速しています。そのような中で、具体的にいつまでに脱炭素を目指すのか、脱炭素に取り組
む意義は何かなど、明確なゴール設定することが重要となります。

出典：環境省ホームページ、再エネ100宣言RE Action ホームページ、RE100ホームページ、経済産業省ホームページなどより作成

ゼロカーボンシティ宣言
自治体数： 534

対象： 約1億1,283万人

ゼロカーボン宣言
RE100： 64企業

RE Action： 200団体・企業

国を挙げてネットゼロを実現 団体・企業によるネットゼロ推進

•2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明をしている
地方自治体は534あり、属する住民を合計すると
1億1,238万人となり、まさに、国を挙げてネットゼ
ロ達成に向けて取り組みが動き出しつつある
（2022.1.31時点）

•また、環境省からはゼロカーボンシティ実現に向
けた支援策として、「ゼロカーボンシティ実現に向
けた地域の気候変動対策基盤整備事業」が打ち
出されている

•再生可能エネルギーを推進するグローバルの取
り組みであるRE100について、64社の日本企業
が参加を表明している
（2022.1.31現在）
•200団体・企業が、使用電力を100%再生可能エ

ネルギーに転換することを宣言し、実現に向けた
アクションを実施
（2021.11月末時点）
•企業におけるネットゼロ実現は、取引

条件など、ビジネス面においても重要性が増して
きている
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計画実行に至る短中期で推進すべき施策
まち・地域におけるカーボンニュートラルの実現は、自治体単独ではなく、企業、および住民等のすべてのス
テークホルダーを巻き込んだ取り組みが必要なため、短期的にしっかりとした計画を立て、中期的に柔軟な実
行・推進していくPDCAを着実に実施することが重要となります。

2050年2040年2022年 2026年

100%

2030年

実質50% 実質0%必達GHG削減目標

計画期 実行期

① 現状把握
実際の地域でのCO2排出量の適切な把握

② 基本構想・目標設定

スマートシティ、およびネットゼロに向けたまち
がめざす姿（構想）の策定

③ 削減施策の具体化、体制確立
ネットゼロ実現までの短～長期の施策、および
モニタリング方法、管理体制の具体化

④ 展開・共有

短～長期の施策をステークホルダー全体へ展
開し、実行方法、モニタリング方法等の推進

⑤ 実行・推進
計画に合わせて自治体・企業等の実行、支援
および推進関係者の拡大（取り組み規模拡大）

⑥ モニタリング・効果検証
実行内容、状況の継続的な確認、および取り
組み事項の効果の精査・検証

⑦ 対策検討

効果が出ていない施策の対応策検討、効果が
出ている施策の推進加速方法について確定

Plan Do Check Action

短～中期
実行施策
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カーボンニュートラルシティ実現のためのステップ例（計画期）
特に初期の計画に当たっては、まち・地域ごとの課題や目標に応じたカーボンニュートラルシティ実現ステッ
プを具体化することが必要となります。特に、実現施策における具体的な体制・仕組み（エコシステム）の整
備までを含めて、検討することが肝要です。

現状排出量把握
GHG削減

成行（BAU）予測
実施施策検討まちの目指す姿策定

産業連携・モニタリグ
方法の具体化

ネットゼロ
ロードマップ展開

排出量把握

• 自治体排出量カルテ活用
（都道府県別按分法）、業
種別按分法、事業所別排
出量積上げ法等から、正
確かつ最適な手法を選択

域内関係者の取組み把握

• 域内主要企業、および関
係者のGHG削減策把握

（ここ数年で大きく取組み
が進捗）

• 脱炭素ビジネスを拡大し
たい企業の把握

①現状把握 ②基本構想・目標設定 ③削減施策の具体化 ④展開・共有

短中期（∼2030）

• 技術的に確立された施策
検討

• 投資対効果予測

• 太陽光導入

• EV/充電

• 燃料転換

• ZEB/ZEH

• エネルギーマネジメント
等

中長期（2030~）

• 大型機器の入れ替え

• 自動運転、自動ロボットな
どの先端機器導入

• 水素、CCUS等を活用し
たGHG削減、企業誘致策

• 自治体を中心とした企業
間連携 / コンソーシアム
の仕組み

• 補助金、減免、ネーミング
ライツ等、自治体固有の
誘致策

• データ基盤等を活用した
モニタリング方法の具体
化、体制・仕組み（エコシ
ステム）の整備

• 検証ポイント、検証方法
の整理

• 2030/2050の目標値設定

• ネットゼロの達成までの
ロードマップ作成

• デジタルを活用した見え
る化、モニタリング体制の
構築

• 公開と企業誘致、協力者
等のステークホルダー全
体手への取組み内容展
開、促進

• スマートシティ構想策定の
アプローチ

• ネットゼロを目指す理由・
目的・意義（国策へのフォ
ローか地域活性化の機会
と捉えるか）

• 産業/地域活性化方針（既

存方針との連携、組込
み）

• データプラットフォーム、
スマートシティ基盤の構築
の方向性

• リスク・機会に基づき、効
率的なオプションの検討

• 将来の人口、エネルギー
使用量等の予測

• 電力業界の努力により成
行で一定程度GHG削減
が予測される

• 各企業個別GHG削減策
の定量化

地域の企業等の積極的な参画が不可欠
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GHG排出量把握の課題自治体排出量カルテvs現況
設定したゴールに向けて実施すべきことを明確化するため、まずは実態を把握することが求められます。自治体排出量
カルテは、自治体での排出量確認の最初の目安として重要な指標となります。ただし、適切なアクションを計画するには
より正確なGHG排出量を把握し、BAU推計、更には削減目標を設定する必要があります。

829

158

78

103

49

77

62

64

現況排出量

4

自治体排出量カルテ

4

405

1,022

60%

家庭部門

廃棄物分野

運輸部門

業務その他部門

産業部門

（千t-CO2）

（炭素量案分法） （実績値活用法）

（瀬戸内市事例）2017年度二酸化炭素排出量

GHG（CO2）排出量
（炭素量按分法 vs 実績値活用法）

タイムリーな
排出量情報の連携
（推計値は数年前の数値）

把握対象情報の標準化
（電力以外の燃料等）

実績把握のポイント
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個別地域の産業構造や環境に合わせた重点対策分野の整理
域内毎にGHG（CO2）排出量が多い部門は異なり、産業や削減余地に合わせた取り組みや、優先的に対応すべき部門
等を特定して、目指すゴールに合わせた脱炭素の取り組みを計画し、関係者と取り組む必要があります。
また、同時に単なる脱炭素ではなく、産業活性化や、地域再生につながる仕組みと組み合わせることが重要となります。

自治体ごとのGHG（CO2）最大排出量部門

• 自治体ごとの部門別CO2排出量をもとに、域内で最も排出割合の高い部門を特定

最大
排出部門

排出対象
自治体数

(総計：1741)
排出量割合例 自治体例

産業部門 製造業、建設業・鉱業、農林水
産業

870 千葉県市原市
岡山県倉敷市

業務その他
部門

事務所・ビル、商業・サービス施
設のほか、他部門にも帰属しな
いエネルギー消費に伴う排出

84 大阪府大阪市
愛知県名古屋市

運輸部門 自動車、船舶、航空機、鉄道に
おけるエネルギー消費に伴う排
出

668 三重県志摩市
京都府亀岡市

家庭部門 家庭におけるエネルギー消費に
伴う排出

119 東京都世田谷区
北海道旭川市

廃棄物分野 - 0 -

【参考】全国のCO2排出構成比 -

出所: 環境省「自治体排出量カルテ」をもとにPwCにて作成
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html

産業構造や重点産業に
合わせた対策の検討

GHG削減のみをゴールとするのでは

なく、産業成長、地域再生に繋がる取
り組みとして活用

例１： 製造業が多い自治体
➡ 企業の脱炭素化コスト低減
支援による事業環境向上

例２： 物流部門が特徴のまち
➡ EV自動運転車のHUB構築
による次世代交通の要所確立

90%

運輸産業 業務その他 家庭 廃棄物

45%

35%

45%

44% 19% 19%
17%

1%
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地域スマートシティ基盤を活用したモニタリング
GHG排出量等のデータの収集や管理、市民参画を促進するためには、地域のスマートシティ基盤を活用して
目標達成の進捗状況を適宜モニタリングし、市民に共有し、次のアクションに繋げる仕組みが重要と考えます。

8

スマートシティ基盤

データ連携基盤
（都市OS）

地域コミュニ
ケーション基盤

運営主体

環境アクションの
啓蒙をしたい

地域ポイント等
を活用したい

市政に対する
アイディア

人流データ

環境情報

3D地形情報

インフラ情報

信号情報
個人購買志向

エネルギー使用情報

交通量・運行情報 モビリティ情報

個人運動・健康情報

窓口混雑タウンカメラ 購買動向

市民・企業の
利便性向上

市民・企業参画
の促進

市民・企業の声収集

市民サービスの
継続的な改善

市民等と一体での
まちづくり推進

データ利活用による
まちづくりの推進

市民との双方向
コミュニケーションによる
まちづくりの推進

市民アプリの提案

オープンデータ整備データ収集・連携

モニタリング・
都市機能の改善

データ統合・分析

センサー情報

データ活用

IoT機器などを通じて、
定期的かつ自動的
に排出量関連データ
の連携するなど、頻
度、精度向上を促進

CO2削減状況の連携、
参加を促す地域アク
ションの共有などを通じ、
GHG削減の市民参加
を促進
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自治体、民間企業の共創モデルの活用
地域の脱炭素の実現などの共通ゴールを目指すために、自治体と民間企業の関係を、従来の買い手・売り手と
いう関係性から、共創・協働して推進する関係性へ発展させていくことが重要となります。

自治体 民間企業

弱み

新たな
共創モデル

• 入札以外の方法も含む企業との協業モデルの
導入・推進

• 年度に縛られない予算活用方法の導入
（まちづくり法人の活用など）

• 外部専門家の活用幅の拡大

• 製品などの売り切りビジネスからの脱却し、サ
ブスク、利益シェア、派遣などの初期の収益に
依存しないサービス形態の活用

• 計画策定、施策検討の段階から入り込む

• 調達・購買と供給・販売の関係（1対1のビジネス関係）から脱却し、n対nによる共創モデルの確立
（データ活用、サービスを共同で開発し、外から資金を獲得するモデルなど）

• 比較的短期の収益性確保見込みが求められる
• 自社の利益優先になるケースが多い

• 専門人材、先端技術知見不足
• 縦割りで、横断の情報共有等が進まない

強み
• 先端技術、イノベーションなどの専門知見
• 費用対効果の追求、コストダウンのノウハウ

• 市民とのつながり、信頼性
• 長期安定の組織運営（簡単には潰れない）
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2030年まで残り8年
2030年・2050年のゴール達成に向けて、それぞれのプレイヤーが自ら関係者を巻き込みながら、
アジャイル志向で迅速かつフレキシブルに脱炭素の取り組みを実行していくことが求められます。
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現状把握
基本構想
目標設定

削減施策の
具体化

体制確立
展開・共有

実行推進

モニタリング・効果検証

対策検討

現状把握
基本構想
目標設定

削減施策の
具体化

体制確立
展開・共有

実行推進

モニタリング・効果検証

対策検討

現状把握
基本構想
目標設定

削減施策の
具体化

体制確立
展開・共有

実行推進

モニタリング・効果検証

対策検討

国

大企業

地域

中小企業

現状把握
基本構想
目標設定

削減施策の
具体化

体制確立
展開・共有

実行推進

モニタリング・効果検証

対策検討



PwC

自治体、企業、住民が協力して進める脱炭素の
取り組み、および成功に向けた環境づくり

片山紀生 パートナー

スマートシティソリューションリード

エネルギー・資源・鉱業事業部リーダー

PwCコンサルティング合同会社
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2050年の都市に求められる３つの価値
2050年に向けて求められる持続可能な都市は、「環境性」、「経済循環性」、「ウェルビーイング」の三面に

おける持続可能性が担保されている必要があります。また、それらの三つの価値は、いずれかを犠牲にするこ
となく、バランスよく追及すべきものとなります。

脱炭素社会を実現し、災害や
温暖化などの課題となる環境
負荷を低減し、安全・安心が
実現する環境

企業や個人にとって共に、
経済面での負担が少なく、
効率的な運用が実現可能な
環境

都市のユーザー、コミュニ
ティ、社会が自己実現でき、
満足と幸せを感じることの
できる環境

12

Green/Clean

環境性

望ましい
スマートシティ

Well-being

ウェルビー
イング

Economic

Viability

経済循環性

持続可能な都市の実現で求められる３つの価値バランス
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産官学民が連携し、共創するスマートシティ推進が重要
持続可能な都市創出のためには、特定のステークホルダーに依存したまちづくりではなく、産官学民が連携し、
協力して推進することが重要となります。自治体および企業は、教育・研究機関、更には住民等を巻き込むこ
とで、より実用性の高いサービスを一緒に構築し、住民等も自分事として協力が必要となります。

利用主体として
持続可能性を意識した

まちの変革に協力

経済性と利便性を両立した
サービスの提供で、
持続可能な社会を支える

データ等を活用して
まちの持続に資する

新たな価値創出

持続可能な社会実現のため
地域の課題解決を主体的に
推進し、全体をリード

政府・自治体 教育・研究機関

企業 住民等

スマートシティ運営主体

ステークホルダー間の
連携・共創推進

利害調整・
合意形成
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共創を生み出す“Collective Impact”への転換
社会課題を解決し、地域変革を生み出すための考え方として、Collective-Impactという考え方が重要と考えてお

り、自治体、企業、教育・研究機関、住民は協働して、脱炭素およびスマートシティ実現に向けてチャレンジ
していくことが重要となります。

全ての参加者が、変
革に向けた共通のビ
ジョンを持たなけれ
ばならない。課題に
対して共通の認識を
もち、合意が得られ
た行動を通じて、共
に問題解決を行う

全ての参加者が、共
通の方法で成果を測
定・報告し、それらを
通じて学習・改善す
る仕組みを構築する

様々な分野のステー
クホルダーが、それ
ぞれに特化した活動
を通じて、互いを強
化し合い連携する

信頼を築き、共通の
目的を持ち、モチ
ベーションを創り出す
ために、すべてのプ
レーヤーが、ステー
クホルダー間で継続
的なコミュニケーショ
ンをとる

全体のビジョンや戦
略を導いたり、測定
システムを確立したり
など、活動推進を担
い、サポートする独
立した組織のこと

共通のアジェンダ・
ビジョン

評価システムの
共有

互いに強化し合う
活動

継続的な
コミュニケーション

活動を支える
バックボーン組織

1 2 3 4 5
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エネルギー転換部門

カーボンニュートラル実現に向けた取り組みの起点
地域におけるカーボンニュートラル実現のためには、全部門へ影響を持つエネルギー領域の脱炭素化が起点となります。
それの流れの中で、CO2排出量等のデータ全体として連携、把握し、的確な現状評価、モニタリングしていくことも重要と
なります。

産業部門

家庭部門

•再エネ比率の拡大

•電源構成の見直し

• カーボンオフセット・CCUS

•地域交通のEV化

•地域交通の効率化

•車両のVPPへの活用

運輸部門

•事業所・設備の省エネ促進・ZEB化

• SCOPE3までのカーボンニュートラル実現

• VPP、DRへの参加

•家庭用太陽光発電設備の導入（ZEH）

•自家用車のEV化

• VPP、DRへの参加

業務その他部門

•商店・施設の省エネ促進・ZEB化

• VPP、DRへの参加

•ゼロカーボン調達の推進

脱炭素エネルギー

脱炭素エネルギー

脱炭素商品・サービス

脱炭素商品・サービス

電力

商品・サービス

【凡例】
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（参考）日本の部門別温室効果ガス排出量～2020年度速報値～

16

二酸化炭素の排出量削減が重要になる中で、多くを占める電力・熱由来の排出量削減が重要となります。

出所: 環境省「2020年度（令和２年度）の温室効果ガス排出量（速報値）について」をもとにPwCにて作成
https://www.env.go.jp/press/files/jp/117187.pdf

1,149

967

[84.2%]

28.2
19.3

57.7
76.6

1,044

[90.8%]

GHG排出量 代替フロン等一酸化二窒素 メタン 二酸化炭素

エネルギー転換部門

産業部門

運輸部門

業務その他部門

家庭部門

エネルギー起源
/非エネルギー起源

電気・熱分配前 電気・熱分配後

422

[36.7%]

252

[21.9%]

177

[15.4%]

60.3

55.8

77.6

[6.8%]

353

[30.7%]

185

[16.1%]

184

[16.0%]

167

[14.5%]

101

8

124

111

エネルギー起源

非エネルギー起源

電気・熱等

（セメント、産業・一般廃棄物）

（単位：百万トンCO2換算）
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地域への還元を前提とした取り組み
2050年までに全ての地域が脱炭素達成を目指して取り組む必要があります。20~30年を掛けて取り組みが進展
するにしたがって、結果が停滞する時期なども想定されますが、都度見直しをしていくこと、更には参加者が
結果にメリットを感じる（地域に還元され活性化される）ことが重要となります。

2050年2040年2022年2013年 2026年 2030年

実質50%100% 実質0%CO2排出量
必達目標

計画期 実行期 達成期 還元期

• 現況排出量を適切
な把握

• 削減目標・時期、
取り組みメリット等
のゴール明確化

• 全ステークホルダーが参加
する仕組み作りと啓蒙活動

• 産官学民連携による実行
の推進

• 高効果領域への集中投資
• モニタリングと効果検証

• 結果の還元
• 継続的な改善施
策の推進

• GHG削減の達成状況
共有と追加課題整理

• 地域での達成企業とそ
れ以外の企業間での
協力体制構築

非化石価値獲得
の投資・費用要
➡ 資金流出

非化石価値の

余剰分外販可能
➡ 資金獲得

取り組みの効果とメリット
を感じることが重要

17
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VISION

脱炭素とスマートシティ推進の密接な関係性

18

先進事例を見ても、脱炭素の実現はスマートシティの推進と同時並行的に進められており、スマートシティで
目指すまちのあり方、そのゴールに脱炭素化の要素を取り込み、ステークホルダーがメリット還元されている
と感じられる環境を作ることが重要といえます。

スマートシティ計画と統合された
脱炭素化の推進

1

脱炭素化への市民を含むステーク
ホルダーを巻き込む仕組み

2

3
協力やアクションの効果等が
関係者に還元される仕組み

脱炭素ゴール
スマートシティ
ゴール

Community

メリット
還元 参画

・協力
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